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参照整合性の検証のためのUML Activity解析方法

井上 拓1,a) 本位田 真一2,3

受付日 2012年5月14日,採録日 2012年11月2日

概要：情報システムのコンポーネントベース開発において，データコンポーネント間にまたがる参照整合
性が定義され，UML の Activity 図で記述されたサービスコンポーネントの振舞いによって実現される．
参照整合性を保つために Activity の検証が必要であるが，多数の Activity の組合せを人手で網羅的に確認
することは困難である．本論文では，Activity の静的解析による，参照整合性の自動検証手法を提案する．
この手法は，Field-sensitiveなデータフロー解析を行い，データアクセスを行う Action 記述の順序を解析
する点が特徴である．本手法を用いて，仕様定義段階で Activity の欠陥を検出することが可能になる．こ
れにより，データの一貫性が保たれた安全な情報システムを構築するための足がかりが得られる．
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Abstract: In component-based IS (information systems), the referential integrities across data-components
are realized by the behaviors of service-components described in UML activities, and it is a hard task to verify
numerous combinations of activities by hand. This paper presents a static analysis method of UML Activities
for automated verification of referential integrities, which employs a field-sensitive data-flow analysis and a
sequence analysis of actions accessing data. With the method we can detect the defects in activities, which
gives us a foothold to construct the consistent IS.
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1. はじめに

情報システムの開発において，Catalysis [1]，UML Com-

ponents [2]等の，Unified Modeling Language（UML）を

用いたコンポーネントベース開発方法論が数多く適用され

ている．コンポーネントベース開発において関心の分離は

重要な概念であり，これらの開発方法論では，情報システ

ムの主要な関心事であるデータの管理とビジネスゴールの

実現を，データコンポーネント（DC）とサービスコンポー
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ネント（SC）の 2種類のソフトウェア部品に集約して，シ

ステムを構築する．DCはシステムが扱うデータを永続化・

管理する責務を持ち，データにアクセスするための操作を

提供する．一方 SCは，DCのデータにアクセスし，ビジ

ネスゴールを実現するためのシステム機能をサービスと

して提供する．サービスの処理フローの仕様は，UMLの

Activity 図で記述される．

一般的な情報システムには，データオブジェクトの参照

整合性 [3]や，ライフサイクルの整合性 [4]等の，データ

の整合性が定義される．参照整合性はデータの一貫性を保

証する重要な制約であり，ときに複数の DCにまたがって

定義される．多くの場合，DCの再利用性を保つために，

個々のDCは自身が管理するデータの整合性のみ保証する．

DCにまたがる参照整合性は，SCの Activity の中で，参照

元と参照先のDCのデータアクセス操作を呼び出すAction
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図 1 2 種類のコンポーネントとデータの参照関係

Fig. 1 Two types of component and data reference.

を適切な順序で組み合わせることによって実現される．

図 1 の例を用いて説明する．図 1 中の 〈〈ref〉〉は，2つ

の DC（WSLocatorMgr，WSDefMgr）が管理するデータ

の属性（WSLocator.wsDefID，WSDef.id）の間の参照整

合性*1を示しており，2 つの SC（WSDeploymentAgent，

Node）の操作 sysDeployWS，deployWSのActivity のAc-

tion 記述によって実現される*2．まず sysDeployWS は，

操作パラメータ wsDefIDの値を変数 Varに書き込み（手

順 A），Varの値を引数 wsDefIDとして DCの操作 wsDef-

Registeredを呼び出し（手順B），wsDefIDの値を属性 idに

持つWSDefオブジェクトの存在を照合する．そしてVarの

値を引数wsDefIDに指定して，操作 deployWSを呼び出す

（手順C）．操作 deployWSでは，パラメータwsDefIDの値

を Locatorオブジェクトの属性 idに書き込み（手順D），該

オブジェクトを引数 locatorとして DCの操作 addLocator

を呼び出し（手順 E），idの値をWSLocatorオブジェクト

の属性 wsDefIDに代入する．この例では，手順 Eの代入

の Action に先立って，手順 Bで照合の Action を実行す

ることによって，代入の Action が，参照整合性を破壊し

ない安全な文脈で実行されることを保証している．

UMLを用いたモデルベースの開発では，仕様定義段階

でデータの整合性を確保することが重要であり，部品を統

合するインテグレータは，SCの Activity の組合せが参照

整合性を満たすことの確認を行う．しかし Activity の詳細

*1 WSLocatorインスタンスの wsDefIDと同じ値を idに持つWS-
Def インスタンスが存在する，という整合性．

*2 説明の都合上，図に実行順を示すアルファベット記号（A–E）
と補助線を付加してある．Activity の各ノード要素の識別番号
（1–39）は，2 章以降の説明において参照する．

な知識は SCの開発者に分散しており，さらに Activity の

組合せは各システム機能に対応して数多く存在する．人手

で誤りなく網羅的に整合性を確認することは困難であり，

自動化された検証手法が必要である．

Planas らは文献 [5], [6] において，Action 記述の列

〈n,act〉+ のデータ整合性の自動検証手法を提案してい
る．nはアクション actの実行回数であり，+は繰返しを

表す．この手法は，データ整合性を破壊する可能性があ

る Action の種別ごとに，整合性を満たすために必要な

補完 Action を定義して，列上の各要素の補完 Action が

列に包含される場合に，整合性が保たれると判定する．

各 Action が作用する対象データは，Action の引数に与

えるインスタンスの参照から特定する．たとえば必須属

性 att を持つクラス cls のインスタンス o の生成を表す

o:=CreateObject(cls)の補完 Action は，o.attに値 vを設

定する AddStructuralFeature(o,att,v)である．

Planasらの手法は，単一のデータモデルの整合性の検証

に有用であるが，複数のDC間のデータの整合性と，Action

の順序関係を考慮しておらず，DC間にまたがる参照整合

性の検証には適用できない．また前述の列の形式は，複数

の Action 記述を含むループ等の，一般的な Activity の制

御構造を表現する能力を持たない．そこで本論文では，補

完 Action のアイデアを複数の DC間に拡張して，Activity

を対象とする，DC間にまたがる参照整合性の自動検証手

法を提案する．

DC間にまたがる参照整合性を扱うために，整合性を破

壊しうる破壊的なデータアクセスと，破壊を防ぐ補完的ア

クセスの組合せの定義が必要である（技術課題 1）．本手法
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では，関係データベースの参照整合性と，その実現方法の

類比からアクセスの定義を行い，この課題を解決する．ま

た我々の問題では，Activity で DC内のインスタンスの参

照を直接扱わないため，図 1 のようなオブジェクトの属性

値の伝搬をたどって，アクセス操作に与える引数の由来を

特定する必要がある（技術課題 2）．本手法では，Activity

の Field-sensitiveなデータフロー解析の方法を導入して，

この課題を解決する．さらに，破壊的アクセスと補完的ア

クセスの順序関係を考慮した，Activity の検証方法が必要

である（技術課題 3）．本手法では，Actvity の制御フロー

に沿って，アクセス操作の呼び出し履歴を静的に解析する

方法を導入して，この課題を解決する．

本論文では，上記 3つの課題に対する提案手法の妥当性

と検証能力を議論し，手法の有効な利用方法を述べる．さ

らに実問題の仕様モデルに本手法を適用し，有用性を評価

する．なお本論文では，システムが提供する機能ごとの整

合性を検証の対象とし，複数機能を同時実行する場合の並

行性に関する検証は行わない．

本論文の構成は以下のとおりである．2 章で本手法が扱

うコンポーネントの仕様モデルを説明する．3 章で提案手

法を説明し，4 章で手法の妥当性と検証能力，有用性を議

論する．5 章で関連研究について述べ，6 章で本論文をま

とめる．

2. 仕様モデル

本章では，提案手法が扱う SC，DCの仕様モデルを定

義する．仕様モデルは，静的な側面を記述した構造モデル

と，操作の振舞いモデルからなる．DCに関しては，振舞

いモデルから導出されるアクセス情報が与えられる．

構造モデル

データモデルと，コンポーネントが提供・使用するイン

タフェースをクラス図で表現する．永続データの管理を行

わない SCには，インタフェース記述のみ定義される．

データモデルは，DC が管理するデータを Class とし

て，データの関係を関連として表現する．各 Class は属

性（Property）の定義を持つが，操作を持たない．シス

テム内の DC 間にまたがる参照は関係 REF ⊆ Class ×

図 2 Activity の要素

Fig. 2 Activity elements.

Property × Class × Property で与えられる．r = (clssrc ,

propsrc , clsdst , propdst) ∈ REF は，属性 clssrc .propsrc から

clsdst .propdst への参照を表す．ここで propdst は clsdst の

インスタンスを識別するキー属性であり，インスタンスのラ

イフサイクルを通じて値が不変であるものとする．図 1 の

例題では REF = {(WSLocator, wsDefID, WSDef, id)} で
ある．本論文では以降の章で，例題における唯一の参照を

r0 として説明を行う．

インタフェースは UML の Interface として表現され，

SC，DCが提供する操作のシグニチャとパラメータの型が

定義される．本手法では，各コンポーネントが異なるノー

ドに分散配置され，操作パラメータは値渡しされることを

想定する．したがって，操作パラメータの型は DataType，

PrimitiveType，Enumeration のいずれか，またはその

Collection である．in/out はパラメータの方向を示す．

SCはDCの操作の呼び出しを通じて，DCのデータにアク

セスすることができるが，データは値渡しの操作パラメー

タにシリアライズされ，DC内のオブジェクトを直接参照

することはできない．これによりコンポーネント間の結合

が疎に保たれる．

SCの振舞いモデル

SCの振舞いモデルは，SCの操作の処理フローを UML

の Activity として表現する．Activity はノードとエッジで

構成されるグラフである．本手法が扱う Activity の要素を

図 2 に示す．ノードは，制御点を表す ControlNode，オブ

ジェクトを表す ObjectNode，処理を表す ExecutableNode

に分類される．Action は単一の処理を表し，Structured-

ActivityNode は複数のノードを組み合わせた処理を表す．

Variable は一時的な情報を保持するローカル変数である．

Actionの分類 1–5は各々，オブジェクトの生成・消滅，属

性値の追加・削除・取得，変数値の追加・削除・取得，値の指

定，操作の呼び出しを表す．分類 4の ValueSpecification-

Action は，図 1 のノード 10の false，ノード 17の trueの

ような，オブジェクトやデータの具体的な値を指定するた

めに用いられる．分類 5の CallOperationAction の操作の

呼び出し方式は，SCで広く採用されている同期方式に限

定する．すなわち，呼び出し側は操作の完了まで待機する．
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1 context WSLocatorMgr::addLocator(in locator:Locator)

2 post: WSLocator.allInstances()->one(i|i.url=locator.url and i.wsDefID=locator.id)

3 context WSDefMgr::wsDefRegistered(in wsDefID:String):Boolean

4 post: result=WSDef.allInstances()->exists(i|i.id@pre=wsDefID)

図 3 DC の操作の OCL 記述

Fig. 3 An OCL description of data-component operations.

DCの振舞いモデルとアクセス情報

DCの振舞いモデルは，DCの操作を介したデータへのア

クセスの仕様を表現する．本論文では，開発方法論 [1], [2]

や文献 [7]と同様に，DCの振舞いモデルが，宣言的な仕様記

述言語であるObject Constraint Language（OCL）を用い

て，操作の事前条件・事後条件の形式で記述されることを想

定する．図 1の例題におけるDCの操作wsDefRegistered，

addLocatorの振舞いモデルを図 3 に示す．

本手法は，DCの振舞いモデルから導出される，データへの

アクセス情報 AC = (A,G,D,C )を利用する．A, G, D ⊆
Operation × Class × Property × Parameter × (Property ∪
NULL)，C ⊆ Operation×Class×Property×Parameter×
(Property ∪ NULL) × Parameter × (Property ∪ NULL)で

ある．

• A を代入情報と呼ぶ．a = (op, cls, propcls , param,

propparam) ∈ A は，操作 op の実行を通じて，入力

パラメータの属性 param.propparam の値が，クラス

cls のインスタンスの属性 propcls に代入されることを

表す．

• G を取得情報と呼ぶ．g = (op, cls, propcls , param,

propparam) ∈ G は，操作 op の実行を通じて，クラ

ス cls のインスタンスの属性 propcls の値が，出力パラ

メータの属性 param.propparam として得られることを

表す．

• D を削除情報と呼ぶ．d = (op, cls, propcls , param,

propparam) ∈ D は，操作 op の実行を通じて，入力

パラメータの属性値 param.propparam を属性 propcls

に持つような，クラス cls のインスタンスが，削除さ

れることを表す．

• C を照合情報と呼ぶ．c = (op, cls, propcls , paramin ,

propin , paramout , propout) ∈ Cは，操作 op の実行を

通じて，入力パラメータの属性 paramin .propin の値を

属性 propcls に持つような，クラス cls のインスタン

スの存在を照合し，照合結果が出力パラメータの属性

paramout .propout の値として得られることを表す．

パラメータ自身の値がデータのアクセスに用いられる場

合は，パラメータの属性の代わりに NULLが指定される．

AC は，OCL記述の意味の解釈に基づいて導出される．

図 3のOCL記述例を用いて説明する．図 3の 1，2行目は，

操作 addLocatorの実行を通じて，入力パラメータ locator

の属性 url（id）の値が，WSLocatorのあるインスタンス

i の属性 url（wsDefID）に代入されることを表す．した

がって，A = {(addLocator, WSLocator, url, locator, url),

(addLocator, WSLocator, wsDefID, locator, id)} が導出さ
れる．また 3，4 行目は，操作 wsDefRegistered の実行

を通じて，入力パラメータ wsDefID の値を属性 id に持

つ WSDef インスタンスの存在を照合し，その結果が

戻り値 result として得られることを示しており，C =

{(wsDefRegistered, WSDef, id, wsDefID, NULL, return,

NULL)}が導出される．データの削除と取得のアクセスは
図 3 に記述されていないため G = D = φである．

DCの各操作から，0個以上の複数の A，G，D，C の要

素が導出される．AC の導出は，DCの振舞いを定義する

仕様記述者が人手で実施する必要があるが，A，G に関し

ては，筆者らが文献 [8]で提案した方法を用いて自動で導

出することも可能である．本手法では，特定の導出方法を

仮定せず，AC を手法の入力として想定する．

SC の Activity の作成者は，OCL 記述の内容に基づ

いて，DC のデータアクセス操作の呼び出しを，Call-

OperationAction を用いて Activity に記述する．この呼

び出し記述は，対象操作の OCL記述から導出される A，

G，D，C の要素が示すアクセスの実行を表す．たとえば，

図 1 の番号 7の CallOperationAction ノードは，DCの操

作 wsDefRegisteredの呼び出しを記述し，図 3 の wsDef-

RegisteredのOCL記述から導出される (wsDefRegistered,

WSDef, id, wsDefID, NULL, return, NULL) ∈ Cの照合ア

クセスの実行を表している．

3. 提案手法

本手法は，構造モデル，SCの振舞いモデル，DCのアク

セス情報を入力として，SCの振舞いモデルの，参照の集合

REF に対する整合性を検証する．手法のプロセスは，操

作呼び出しのコールグラフを生成する Step 1，参照整合性

を破壊しうる破壊的アクセスと，破壊を防ぐための補完的

アクセスの組合せを定義する Step 2，Activity のデータフ

ロー解析を行う Step 3，整合性の検証を行う Step 4の 4ス

テップからなる（図 4）．全システム機能に対して Step 1，

2 を 1度だけ実施した後，システム機能ごとに Step 3，4

を繰り返し実施する．

Step 2 で，関係データベースの参照整合性とその実現

方法の類比から，アクセス操作の定義を行い，課題 1 を

解決する．Step 3 で，Field-sensitiveな Activity のデータ
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図 4 提案手法のプロセス

Fig. 4 The process of our method.

図 5 コールグラフ CG

Fig. 5 Call-graph CG.

フロー解析の方法を導入し，操作呼び出しの引数の到達定

義を求めることにより，課題 2 を解決する．Step 4 では，

Actvity の制御フローをたどって，各ノードにおけるアク

セス操作の呼び出し履歴を求め，その結果をもとに整合性

の判定を行うことにより，課題 3 を解決する．以下に各ス

テップの処理内容を述べる．

3.1 Step 1：コールグラフの生成

各システム機能は，複数の SC，DC の操作の振舞い

を組み合わせて実現され，一連の操作の実行が完了した

時点で，参照整合性が満たされていなければならない．

そこで本ステップで，システム機能ごとの SC，DC の

操作の呼び出し関係をコールグラフ CG ⊆ Operation ×
Operation×CallOperationActionとして生成し，以降のス

テップで用いる．コールグラフ CG の定義を図 5 に示す．

call = (op, op′, a ′) ∈ CGは，SCの操作 op′ の振舞いを記

述する Activity 中の a′ ∈ CallOperationActionが，他の

SCまたは DCの操作 op を呼び出すことを表す．システ

ム機能 F の CG を次の手順で静的に生成する．まず空の

CGに，F を提供する SCの操作 op′と，その振舞いを表す

Activity 中で呼び出す操作 op の組を追加する．op が SC

の操作である場合は同様の手続を再帰的に繰り返すことに

より，CGが得られる．

図 1 の例題では，操作 WSDeploymentAgent::sys-

DeployWS が提供する唯一のシステム機能について，

CG = {(wsDefRegistered, sysDeployWS, 7), (deployWS,

sysDeployWS, 16), (addLocator, deployWS, 36)}が得られ
る．ただし 7，16，36は，各番号に対応するノードを表す．

3.2 Step 2：破壊的アクセス・補完的アクセスの定義

本論文では，AC が表す DCのデータアクセスの中で，

DC間にまたがる参照整合性を破壊しうるアクセスと，破

壊を防ぐために必要なアクセスを，それぞれ破壊的アク

セス，補完的アクセスと呼ぶ．本ステップでは，これら

2 種類のアクセスの組合せを定義する．関係データベー

スにおけるテーブル間の参照整合性の類比から，参照

r = (clssrc , propsrc , clsdst , propdst) ∈ REF の整合性は次の

3通りのデータアクセスの実行パターンにおいて破壊され

うる．

(1)： clssrc のインスタンスの属性 propsrc に値 x を代入す

る．属性 propdst の値が x であるような clsdst のイ

ンスタンスが存在しない場合に，代入によって r が

破壊される．

(2)： 属性 propdst に値 x を持つ clsdst のインスタンスを

削除する．属性 propsrc の値が x であるような clssrc
のインスタンスが存在する場合に，削除により r が

破壊される．

(3)： clsdst のインスタンスの属性 propdst の値を x から

x ′ に変更する．属性 propsrc の値が x であるような

clssrc のインスタンスが存在する場合に，propdst の

変更によって r が破壊される．

2 章で述べたように，本手法では (3)の propdst の値の変

更を想定しないため，(1)と (2)のパターンを扱う．

データアクセスの実行パターンは，SCの Activity 中に，

DCのデータアクセスの実行を含む処理フローとして記述

される．(1) と (2) において r の破壊を引き起こすのは，

clssrc インスタンスの属性 propsrc への代入アクセスと，属

性 propdst の値を指定した clsdst インスタンスの削除のア

クセスの実行であり，これらのアクセスを破壊的アクセス

と呼ぶ．(1)，(2)の破壊的アクセスは，rと AC の情報か

ら，表 1 の Asrc
r ，Ddst

r として特定される．

(1)，(2)における rの破壊を防ぐためには，SCのActivity

中で，(1)と (2)の破壊的アクセスの実行に先立ち，参照の

反対端のデータに対して，次の 2つのいずれかのアクセス

を実行する必要がある．

• (1)と (2)のアクセスが，rを破壊しない安全な文脈で

実行されることを保証する．

• (1)と (2)のアクセスの実行による rの破壊を打ち消

す効果を与える．

前者は，(1)の場合は以下の (1-1)，(1-2)の実行パターン

によって実現され，(2)の場合は (2-1)のパターンによって

実現される．後者は，(1)の場合は (1-3)のパターンによっ

て実現され，(2)の場合は (2-2)のパターンによって実現さ

れる．

(1-1)：(1)の代入値を，clsdst インスタンスの propdst の値

から取得する．

(1-2)：(1)の代入値と同じ値を propdst に持つ clsdst インス

タンスを照合する．

(1-3)：clsdst インスタンスの propdst の初期値として，(1)
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表 1 参照 r の破壊的アクセス・補完的アクセス

Table 1 Destructive/complementary data-access of r.

パターン 破壊的アクセス・補完的アクセス

(1) Asrc
r = {(op, cls, propcls , param, propparam) ∈ A|propcls = r .propsrc}

(2) Ddst
r = {(op, cls, propcls , param, propparam) ∈ D |propcls = r .propdst}

(1-1) Gdst
r = {(op, cls, propcls , param, propparam) ∈ G|propcls = r .propdst}

(1-2) C dst
r = {(op, cls, propcls , paramin , propin , paramout , propout ) ∈ C |propcls = r .propdst}

(1-3) Adst
r = {(op, cls, propcls , param, propparam) ∈ A|propcls = r .propdst}

(2-1) C src
r = {(op, cls, propcls , paramin , propin , paramout , propout ) ∈ C |propcls = r .propsrc}

(2-2) Dsrc
r = {(op, cls, propcls , param, propparam) ∈ D |propcls = r .propsrc}

の代入値と同じ値を代入する．

(2-1)：(2)の propdst と同じ値を propsrc に持つ clssrc イン

スタンスを照合する．

(2-2)：(2)の propdst と同じ値を propsrc に持つ clssrc イン

スタンスを削除する．

上記のデータアクセスの実行パターン (1-2) と (2-1)，

(2-2)は，関係データベースの参照整合性の実現に広く用

いられている，参照整合性制約の RESTRICTによる照合

チェック，CASCADEによる連鎖削除の類比である．その

他の (1-1)と (1-3)は，参照整合性制約を用いずに，データ

ベース・アプリケーションのコードで参照整合性を実現す

るケースの類比であり，SCの Activity の一連のシーケン

スによって，参照整合性を保証する．

(1-1)，(1-2)，(1-3)において rの破壊を防ぐために実行

される，clsdst インスタンスの属性 propdst の値の取得アク

セス，属性 propdst に関する clsdst インスタンスの照合ア

クセス，clsdst インスタンスの属性 propdst への代入アク

セスを，(1)の破壊的アクセスに対する補完的アクセスと

定義する．同様に (2-1)，(2-2)において実行される，属性

propsrc に関する clssrc インスタンスの照合アクセス，属性

propsrc の値を指定した clssrc インスタンスの削除アクセス

を，(2)の破壊的アクセスに対する補完的アクセスとして

定義する．これらの補完的アクセスはそれぞれ，表 1 の

Gdst
r ，C dst

r ，Adst
r ，C src

r ，Dsrc
r として特定される．

破壊的アクセスと補完的アクセスは，各々の r ∈ REF に

ついて定義される．図 1と図 3の例題では，参照 r0に関し

て，(addLocator, WSLocator,wsDefID, locator, id) ∈ A，

(wsDefRegistered, WSDef, id, wsDefID, NULL, return,

NULL) ∈ C が，それぞれ (1)の破壊的アクセス，(1-2)の

補完的アクセスであり，Asrc
r0 = {(addLocator, WSLocator,

wsDefID, locator, id)}，C dst
r0 ={(wsDefRegistered,WSDef,

id, wsDefID, NULL, return, NULL)}，Ddst
r0 =Gdst

r0 =Adst
r0 =

C src
r0 = Dsrc

r0 = φである．

3.3 Step 3：データフローの解析

補完的アクセスの操作呼び出し act1 が，破壊的アクセス

の操作呼び出し act2 による参照整合性の破壊を防ぐため

には，3.2 節で述べた実行パターンの説明から，act1，act2

の引数と戻り値を表す Pin *3，あるいはそれらの属性の間

に，同値関係が成り立たなければならない．たとえば図 1

の例では，操作 wsDefRegisteredの呼び出し（手順 B）の

InputPin（番号 6）と，操作 addLocatorの呼び出し（手

順 E）の InputPin（番号 35）の属性 idの値が等しくなけ

ればならない．

操作呼び出しの引数と戻り値の関係は，ActivityのObject-

Nodeあるいはその属性の間のデータの伝搬によってモデル

化される．そこで本ステップでは，Field-sensitiveなデー

タフロー解析を行い，操作呼び出しの引数の到達定義を求

める．本ステップで求めた到達定義の情報を用いて，次の

Step 4 の中で，操作呼び出しの引数と戻り値の同値関係の

判定を行う．データの伝搬は複数の Activity にまたがる可

能性がある．本ステップでは各 Activity 内の ObjectNode

間の依存解析を行った後，Activity 間にまたがって到達定

義の解析を行う．なお本ステップは，Step 1 で求めた各

システム機能のコールグラフ CG ごとに 1度，実施される

が，ObjectNode 間の依存解析については，解析内容が CG

に非依存であるため，初回に実施した結果を 2回目以降で

再利用することが可能である．

ObjectNode間の依存解析

Activity 内 の ObjectNode 間 の 依 存 関 係 IN ⊆
(ObjectNode × (Property ∪ NULL)) × (ObjectNode ×
(Property ∪ NULL))を求める．IN の定義を図 7 に示す．

((n, p), (n′, p′)) ∈ INは，n′ の属性 p′ の値が nの属性 pに

伝搬することを表す．IN の定義の 2行目の論理式が表す

ように，n′ が属性を持たない場合にのみ p′ = NULLとな

る．依存関係 IN には，次の 3種類の伝搬が含まれる．

第 1の伝搬は，図 6 (d)の例のようにObjectFlow によっ

て表現される．IN の定義では，n′から nへのActivityEdge

が存在するという条件（3行目の論理式）を用いて，この

種の伝搬を表している．

第 2 の伝搬は，オブジェクトの属性の書き込み・読み

出しによって表現される．図 6 (b) に示す属性の書き込

*3 操作呼び出しは CallOperationAction を用いて記述され，引数
と戻り値は InputPin と OutputPin で指定される．各引数は，
名前によって操作パラメータと紐付けられる．図 6 (a)において，
操作 op を呼び出す Action の 2 つの InputPin は，それぞれ操
作パラメータ param1，param2 に与える引数を表している．
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(a) 操作の呼び出し (b) 属性の書き込み (c) 属性の読み出し

(d) ObjectFlow (d) 変数の書き込み・読み出し

図 6 Activity におけるデータの伝搬

Fig. 6 Data propagations in Activity.

図 7 ObjectNode 間の依存関係 IN

Fig. 7 ObjectNode dependencies IN.

み（AddStructuralFeatureValueAction）の場合には，value

ノードの値が resultノードの属性 propに伝搬し，object

ノードの prop以外の属性の値が，resultノードの対応す

る属性に伝搬する．一方，図 6 (c)に示す属性の読み出し

（ReadStructuralFeatureAction）の場合には，objectノード

の属性 propの値が resultノードに伝搬する．図 7 の IN

の定義では，4–6行目の論理式によって前者の書き込みの

場合を，7，8行目の論理式によって後者の読み出しの場合

を，それぞれ表している．

第 3 の伝搬は，変数値の書き込み・読み出しの組合

せによって表現される．図 6 (e) に示すように，先行す

る Action で変数 varに valueノード値の書き込み（Add-

VariableValueAction）を行い，後続の Action で varの値

の読み出し（ReadVariableAction）を行う場合に，value

ノードの値が変数 varを介して resultノードに伝搬する．

図 7 の IN の定義では，9，10行目の論理式を用いてこの

種の伝搬を表している．関係 REACH ⊆ (ControlNode ∪
ExecutableNode)×AddVariableValueActionは，Activity中

の n ∈ ControlNode ∪ExecutableNodeと，nに到達する変

数の書き込みを行う n′ ∈ AddVariableValueActionの組を

保持する．

ここで，関係 REACH を定義するため，Activity の制

御の順序関係 CF ⊆ (ControlNode ∪ ExecutableNode)

× (ControlNode ∪ ExecutableNode) と ，変 数 の

無 効 化 関 係 KILL ∈ (AddVariableValueAction ∪
RemoveVariableValueAction ∪ ClearVariableAction) ×
AddVariableValueActionを導入する．(n, n′) ∈ CFは，n

が n′の制御上の後続ノードであることを意味する．すなわ

ち n′ から nへの ControlFlow が存在するケース，あるい

は n, n′ ∈ Actionであり，かつ n′に接続されたOutputPin

から，nに接続された InputPin への ObjectFlow が存在す

るケースのいずれかに該当する．また (a, a′) ∈ KILLは，

a′ における変数の書き込みが，aにおける書き込みや削除

によって無効化されることを意味する．

CF とKILLを用いた，関係 REACHの定義を図 7 に示

す．(n, n′) ∈ REACHとなるのは，nの直前ノード n′で変

数の書き込みが行われるケース，あるいは n′での書き込み

が，nのある直前ノード n′′を介して nに到達するケースの

いずれかである．したがって，REACHは CF の推移閉包

を用いて表現される．また n′における変数への書き込みが

nで無効化されるケースは，KILLを用いた条件式によっ

て除外される．REACH の定義には REACH 自身が含ま
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れている．REACH = φからスタートして，条件を満たす

組 (n, n′)を REACHに追加し，不変になるまで繰り返し

計算することによって，REACH を求めることができる．

到達定義の解析

Activity の ObjectNode の属性の到達定義 DEF ⊆
(ObjectNode × (Property ∪ NULL)) × (ObjectNode ×
(Property∪NULL))を求める．DEF は，ObjectNode の属

性の伝搬関係 PG ⊆ (ObjectNode× (Property ∪ NULL)) ×
(ObjectNode× (Property∪NULL))の推移関係として定義

される．

DEF，PGの定義を図 8 に示す．((n, p), (n′, p′)) ∈ PG

は，n′ の属性 p′ の値が n の属性 p に伝搬することを表

す．PG には，Activity 内の依存関係 IN の伝搬（2行目

の条件式）と，操作呼び出しを介した Activity 間のデー

タ伝搬の 2通りの伝搬が含まれる．Activity 間のデータ伝

搬は，i) n が Activity の入力パラメータを表す Activity-

ParameterNodeであり，n′が入力パラメータに与える実引

数を表す ActionInputPin であるケース，ii) n′ が Activity

の出力パラメータを表す ActivityParameterNode であり，

nが出力パラメータの戻り値を表すOutputPin であるケー

ス，の 2通りのケースで発生する．図 8 の PG の定義で

は，i) のケースを 3，4行目の条件式で，ii) のケースを 5，

6行目の条件式で，それぞれ表している．

図 8 到達定義 DEF

Fig. 8 Reaching definitions DEF.

表 2 例題モデルの解析結果

Table 2 The analysis result of example model.

集合 値

KILL φ

CF {(3,1),(4,3),(7,4),(9,7),(10,9),(19,10),(12,9),(16,12),(17,16),(19,17),(25,24),(29,25),(33,29),(36,33),(37,36)}
REACH {(4,3),(7,3),(9,3),(10,3),(12,3),(16,3),(17,3),(19,3)}

IN

{((2,NULL),(20,NULL)),((6,NULL),(5,NULL)),((15,NULL),(13,NULL)),((14,NULL),(21,NULL)),

((23,NULL),(11,NULL)),((22,NULL),(18,NULL)),((28,url),(26,url)),((28,id),(26,id)),((27,NULL),

(38,NULL)),((32,url),(30,url)),((32,id),(30,id)),((31,NULL),(39,NULL)),((35,url),(34,url)),

((35,id),(34,id)),((30,id),(28,id)),((30,url),(27,NULL)),((34,url),(32,url)),((34,id),(31,NULL)),

((5,NULL),(2,NULL)),((13,NULL),(2,NULL))}
DEF (6,NULL) {(5,NULL),(2,NULL),(20,NULL)}
DEF (35,id) {(34,id),(31,NULL),(39,NULL),(15,NULL),(13,NULL),(2,NULL),(20,NULL)}

ACTYPE
{(r0,7,(wsDefRegistered,WSDef,id,wsDefID,NULL,return,NULL)),

(r0,36,(addLocator,WSLocator,wsDefID,locator,id))}

HIST
{(r0,7,7),(r0,9,7),(r0,10,7),(r0,19,7),(r0,12,7),(r0,16,7),(r0,17,7),(r0,24,7),(r0,25,7),(r0,29,7),

(r0,33,7),(r0,36,7),(r0,37,7),(r0,36,36),(r0,37,36),(r0,16,36),(r0,17,36),(r0,19,36)}

図 1 の例題モデルに対して本ステップのデータフロー

解析を適用すると，表 2 の KILL，CF，REACH，IN，

DEF が得られる．ただし表 2 ではスペースの都合上，

DEF については，Step 4 の整合性検証の際に利用する，

番号 6，35 のノードに関連する一部の情報のみ，コン

パクトな DEF(n,p) の形式で記載している．DEF(n,p) は

(n, p) ∈ ObjectNode × (Property ∪ NULL) に対して定義

され，DEF(n,p) = {(n′, p′) ∈ ObjectNode × (Property ∪
NULL)|((n, p), (n′, p′)) ∈ DEF}である．

3.4 Step 4：整合性検証

本ステップでは，あるシステム機能に関する各参照

r ∈ REFの整合性を判定する．まず，破壊的アクセスと

補完的アクセスの操作呼び出しの履歴を表すアクセス履歴

HISTと，呼び出し対象の操作の種別を表すアクセス種別

ACTYPE を計算する．そして，これらの情報を利用して

Activity の検証を行う．なお以下では，3.2 節で述べた実

行パターン (1)と (1-1)，(1-2)，(1-3)の組合せについて説

明するが，(2)と (2-1)，(2-2)の組合せについても同様の手

順で検証を行うことができる．

アクセス履歴とアクセス種別の計算

アクセス履歴 HIST ⊆ REF × (ControlNode ∪
ExecutableNode) × CallOperationAction と，アクセス種
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図 9 アクセス履歴 HIST とアクセス種別 ACTYPE

Fig. 9 Access history HIST and access type ACTYPE.

図 10 整合性の検証アルゴリズム

Fig. 10 The algorithm for verifying Activities.

別ACTYPE ⊆ REF ×CallOperationAction× (A∪G∪C)

を求める．HIST，ACTYPE の定義を図 9 に示す．

(r, n, n′) ∈ HISTは，Activity 中の n ∈ ControlNode ∪
ExecutableNode，あるいは nの制御フロー上の祖先ノード

n′ において，r ∈ REF に関する破壊的アクセスまたは補

完的アクセスの操作呼び出しが行われることを意味する．

図 9 の HIST の定義では，3行目の条件式によって n = n′

のケースを表し，4–6行目の条件式によって，Activity 内

または Activity 間にまたがる制御フロー上の先行ノード

n′′ から，アクセス履歴が引き継がれることを表している．

HIST の定義には HIST 自身が含まれるため，REACH と

同様に繰り返し計算を行い，HIST を不動点として求める

ことができる．

(r, n, e) ∈ ACTYPEは，n ∈ CallOperationActionにお

いて，r ∈ REF に関する破壊的アクセスまたは補完的ア

クセス eの操作呼び出しが行われることを意味する．

整合性判定

各参照 r ∈ REF の整合性を判定するアルゴリズム

VERIFY を図 10 に示す．Step 2 で述べたように，参

照整合性の破壊を防ぐために，補完的アクセスは破壊

的アクセスに先立って実行される．そこで，Activity の

各 n ∈ ControlNode ∪ ExecutableNode のアクセス履歴

h ∈ HIST の操作呼び出し h.n′ が，r に関する破壊的

アクセス t.e ∈ Asrc
r の操作呼び出しである場合*4,*5に（1–4

行目），nの他のアクセス履歴 h′ ∈ HISTの操作呼び出し

h′.n′が，h.n′による破壊を防ぎうることを基準として，整

合性を判定する（5–19行目）．

ここで 3.2 節で述べた実行パターンの説明から，h′.n′

が h.n′ による破壊を防ぐ条件は，h′.n′ が補完的アクセ

ス t′.e ∈ Gdst
r ∪ C dst

r ∪ Adst
r を呼び出し*4,*5，かつ以下に

定義する vh′.n′ が，h.n′ の，パラメータ t.e.paramを表す

oh.n′ ∈ InputPinの属性 t.e.propparam の値 vh.n′ と等しい

ことである．

vh′.n′ =

⎧⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

h′.n′の，t′.e.paramを表す oh′.n′ ∈ InputPin

∪ OutputPinの，属性 t′.e.propparam の値
（t′.e ∈ Gdst

r ∪ Adst
r の場合）

h′.n′ の，t′.e.paramin を表す oh′.n′ ∈
InputPin の，属性 t′.e.propin の値
（t′.e ∈ C dst

r の場合）

すなわち，∀h ∃h′ s.t. (h 	= h′ ∧ (vh.n′ = vh′.n′))が検証
*4 変数 t, t′ ∈ ACTYPE は，h.n′，h′.n′ に対応するアクセス種別
として，図 10 の 4，9 行目でそれぞれ定義されている．

*5 VERIFY で参照している Asrc
r ，Gdst

r ，C dst
r ，Adst

r は，参照 r
とアクセス情報 AC から，表 1 の内容に従って計算される．
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の判定基準である．

上記の同値関係 vh.n′ = vh′.n′ の成立は，Activity の制

御とデータの両方のフローに依存するため，静的な解析に

よって厳密に判定することは困難である．そこで本手法で

は，基準を緩和して，データフローに基づく次の 2つの条

件の成立を判定する．これらの条件が満たされるならば，

データの依存関係により，同値関係 vh.n′ = vh′.n′ が成立

する可能性がある．

条件 1： t′.e ∈ Gdst
r のとき，oh′.n′の属性 t′.e.propparam

から oh.n′ の属性 t.e.propparamへのデータ伝搬が存在

する．すなわち oh.n′ の属性 t.e.propparamの到達定義

に，oh′.n′ の属性 t′.e.propparam が含まれる．

条件 2： t′.e ∈ Adst
r （t′.e ∈ C dst

r ）のとき，oh.n′

の属性 t.e.propparam と oh′.n′ の属性 t′.e.propparam

（t′.e.propin）に共通のデータ伝搬元 (o,prop ) ∈
ObjectNode×Propertyが存在する．すなわち，これら

の oh.n′ の属性と oh′.n′ の属性の共通定義が存在する．

図 10 のアルゴリズムは，Step 3 で求めた DEF から，

oh.n′ の属性 t.e.propparamの到達定義を dreach として求め

（5，6行目），各 oh′.n′ の属性と，その到達定義の和集合を

creach として求める（7–18行目）．creach と dreach が互い

に素のときに，検証失敗と判定する（19行目）．

図 1 の例題モデルの唯一のシステム機能に対し

て，アクセス履歴とアクセス種別を計算すると，

表 2 の HIST と ACTYPE が得られる．表 2 の AC-

TYPE の値と，Step 2 の説明で述べた Asrc
r0 ，C dst

r0 の

値から，番号 7，36 のノードで，それぞれ r0 の補完

的アクセス (wsDefRegistered, WSDef, id, wsDefID, NULL,

return, NULL) ∈ Asrc
r0
，破壊的アクセス (addLocator,

WSLocator,wsDefID, locator, id) ∈ Cdst
r0
の操作呼び出し

が行われることが分かる．

表 2 に対するアルゴリズム VERIFYの判定結果につい

て以下に説明する．HIST の要素の中で，VERIFYの 5行

目以降の判定の対象となるのは，破壊的アクセスの操作呼

び出しの履歴を表す (r0, 36, 36)，(r0, 37, 36)，(r0, 16, 36)，

(r0, 17, 36)，(r0, 19, 36)の 5つである．これらのいずれにつ

いても dreach = DEF(35,id)であり，また対応する補完的ア

クセスの操作呼び出しの履歴を表す (r0, 36, 7)，(r0, 37, 7)，

(r0, 16, 7)，(r0, 17, 7)，(r0, 19, 7)から creach = DEF(6,NULL)

となる．dreach ∩ creach = {(2,NULL), (20,NULL)} 	= φ，

すなわち番号 35のノードの属性 idと，番号 6のノードに

は共通の定義が存在し，判定の条件 2が成り立つため，ア

ルゴリズムは検証成功と判定する．

4. 議論

本章ではまず，提案手法の妥当性と検証能力を把握し，

手法の利用方法について述べる．さらに，実開発における

手法の有用性について論じる．

4.1 手法の妥当性と検証能力

技術課題 1–3 に対応して，破壊的アクセス・補完的アク

セスの定義，アクセス操作に与える引数の由来，アクセス

順序を考慮した Activity の検証，の 3つの観点から手法の

妥当性と検証能力を考察した後，本手法の有効な利用方法

を述べる．

破壊的アクセス・補完的アクセスの定義

関係データベースにおける参照整合性と，整合性を確保

するために一般的に用いられる実現方法の考え方は，DC間

にまたがる参照の問題に対しても自然に適合する．3.2 節

で述べた我々の方法は，これらの確立された技術の類比に

基づいて，破壊的アクセス・補完的アクセスの組合せを定

義しており，妥当な方法であるといえる．

アクセス操作に与える引数の由来

3.3 節で導入した Activity のデータフロー解析方法は，

Field-sensitiveであり，アクセス操作の呼び出しに与える

引数またはその属性の由来，すなわち到達定義を，網羅

的に抽出する能力を持つ．ただし，Step 3 における到達

定義 DEF の解析は，制御の分岐条件の評価を実施しない

Path-insensitiveな方法であるため，実際には到達しない定

義が，解析結果に含まれる可能性がある．また本論文では，

操作の呼び出し箇所の文脈を考慮せずに Activity 間にまた

がるデータ伝搬を解析する Context-insensitiveな方法を述

べたが，呼び出し箇所の文脈を考慮する Context-sensitive

な方法に変更することは容易である．

アクセス順序を考慮したActivity の検証

3.4 節で説明したアクセス履歴 HIST の計算は，分岐条

件の評価を実施しない Path-insensitiveな方法であり，制

御フロー上のノード間で，アクセス操作の呼び出し履歴を

過剰に引き継ぐ可能性がある．ただし破壊的アクセスと補

完的アクセスの呼び出し履歴を一律に引き継ぐため，アク

セス履歴の計算結果が整合性の判定誤りを招く恐れはない．

3.4 節の整合性検証のアルゴリズム VERIFYは，破壊を

防止する補完的アクセスの呼び出し記述の欠落（欠陥 1），

破壊的アクセス・補完的アクセスの操作に不適切な引数を

与える欠陥（欠陥 2），補完的アクセスよりも先に破壊的ア

クセスを呼び出す欠陥（欠陥 3）の 3種類の欠陥を検出する

ことができる．VERIFYは，アクセス操作に与える引数の

厳密な同値判定を行う代わりに，データフローに基づく緩

和された基準を用いて，同値関係の成立の可能性を判定す

る．制御フローが同値関係に影響を与える場合には，検証

結果に偽陰性と偽陽性の両方の誤りが生じうる．前者の場

合，VERIFYの出力結果が検証成功であっても，Activity

の組合せによって参照整合性が破壊される．後者の場合

は，VERIFYの出力結果が検証失敗であっても，実際には

参照整合性が保たれる．

検証結果の偽陽性の誤りの一例を示す．ある Activity

の中で，まず補完的アクセス t′.e ∈ Gdst
r を呼び出し，
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t′.e.propparam を介して参照先の属性 t′.e.propcls の値集合

V を取得する．次に，変数 xの値の V に対する帰属関係を

判定し，判定結果が真の場合に，破壊的アクセス t.e ∈ Asrc
r

を呼び出して，引数の属性 t.e.propparam に xの値を与え

る．この記述では，変数 xの V に対する帰属関係の判定

によって，t′.e.propparam の値が t.e.propparam に渡される

ことが制御フロー上保証される．しかし本手法のデータフ

ロー解析では分岐条件の評価を行わないため，この同値関

係を検出できず，アルゴリズムは誤って検証失敗と判定

する．

本手法の利用方法

本手法の利用者は，手法の入力として，2 章で説明した

仕様モデルを用意する必要がある．構造モデルを表すク

ラス図では，図 1 の例のように，ステレオタイプ 〈〈SC〉〉，
〈〈DC〉〉 を用いて 2種類のコンポーネントを区別し，UML

の依存（Dependency）を用いて参照関係REF を記述する．

UMLでは DCのアクセス情報 AC を記述するための図や

記法が定義されていないため，AC の内容はテキスト形式

で記述する．また命名規則やステレオタイプの付与等の

手段を用いて，システム機能を提供する SCの操作を特定

する．

本手法では UMLのメタモデルに基づいて，仕様モデル

の解析を行う．したがって，仕様モデルの内容は UMLの

メタモデルに準拠している必要がある．また，検証対象の

システム内の一部のコンポーネントの仕様の情報が不足し

ていると，十分な検証結果が得られない可能性があるため，

システムに含まれるすべての SC，DCの仕様を入力として

与える必要がある．

本手法が検証失敗を出力した場合に，検証対象である

Activity の組合せに欠陥 1–3が存在する可能性がある．対

象をより詳細に調べることによって，欠陥の発見と修正

につながるケースがありうる．したがって，Activity 中の

Action 記述の欠陥を探索する用途で，本手法を有効に利用

することができる．その際に，検証結果に含まれる真の欠

陥と，前述の偽陽性の判定誤りを，人間の判断によって判

別することが必要である．

一方，本手法が検証成功と判定した場合は，欠陥 1–3が

発見されなかったことを意味するが，参照整合性が保証さ

れるわけではない．参照整合性を保証するためには，本手

法の検証対象である Action の記述に加えて，制御フロー

の検証が必要である．たとえば図 1 において，手順 Eで破

壊的アクセスの呼び出しを行う場合には，手順 Bの補完的

アクセスの照合結果が trueでなければならない．しかし照

合結果の判定は，Action ではなく制御を表す ControlNode

で記述されており，本手法では検証することができない．

また前述のように，本手法の検証結果には潜在的に偽陰性

の判定誤りが含まれる．すなわち，参照整合性を証明する

用途で本手法を適用することは不適切である．

4.2 手法の有用性

我々は，既存の UMLの処理系 [9]を利用して，本手法

の解析を自動化するツールを作成した．そのツールを，筆

者の勤務先の社内システムに適用して，手法の有用性を確

認する実験を行った．このシステムは，Webブラウザを

介してシミュレーションを投入する機能を提供する．シ

ミュレーションはWebServiceで定義され，計算ノード上

で実行される．利用者はWebServiceの実行手順を BPEL

フローとして記述し，システムに投入する．

対象システムは 5つのDCと 7つの SCから構成される．

DCには計 58のデータアクセス操作が定義され，|A| = 42，

|G| = 91，|D| = 6，|C| = 44である．DC間には 25の参

照が存在する．すなわち |REF | = 25である．一方 SCに

は，システム機能を提供する 35のシステム操作と，シス

テム操作から利用される 13の内部操作が定義されている．

本実験では，これらの SCの操作の振舞いを記述する 48個

の Activity の検証を行った．検証対象のActivity 集合の規

模と，Activity のノード種別ごとの出現頻度を表 3，表 4

に示す．

実験では，まず人手により，参照整合性の観点から仕様モ

デルのレビューを行い，レビューで発見した欠陥を修正す

る．その後，修正済みのモデルをツールを用いて自動で検

証した．一般的な能力（Intel Core2 Duo 1.60 GHz，4 GB

RAM）を持つ PCを用いて検証を行ったところ，ツールの

実行時間は 833 msであった．

自動検証の結果を表 5 に示す．ツールは，対象システム

が提供する 35のシステム操作について，27操作を検証成

功，8操作を検証失敗と判定した．検証失敗のケースを詳

細に調べたところ，7個の欠陥と，4個の判定誤りが含まれ

ていた．ただし，いくつかの検証失敗のケースは，複数の

欠陥あるいは判定誤りに帰する．7個の欠陥には，4.1 節

で述べた 3種類の欠陥（欠陥 1–3）が含まれていた．また

4個の判定誤りは，いずれも 4.1 節で述べた，制御フロー

に基づく偽陽性の誤りであった．

7個の欠陥の具体的な記述内容は欠陥ごとに異なるが，

欠陥を含むケースのコールグラフ CG の平均サイズは 13.9

であり，全体の平均値 5.7（表 3）よりも大きかった．一般

に，Activity の整合性を人手で確認する場合，確認対象の

Activity の数が増えるほど，見落とし等の誤りが発生しや

すいと考えられる．本手法の網羅的な自動検証は，人間が

苦手とする，多数の Activity にまたがる確認を行う場合に

表 3 Activity 集合の規模

Table 3 The dimensions of Activities.

項目 平均値 最大値

コールグラフ CG のサイズ 5.7 31

Activity のノード数 35.2 103

Activity のエッジ数 23.3 77
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表 4 Activity ノードの出現頻度（百分率）

Table 4 The frequency of Activity node types in percent values.

ControlNode ObjectNode ExecutableNode

InitialNode 3.3 InputPin 36.1 StructuredActivityNode 0.6

FlowFinalNode 0.6 OutputPin 16.8 (Create/Destroy) ObjectAction 0.7

ActivityFinalNode 3.7 ActivityParameterNode 12.5 (Add/Remove) StructuralFeatureValueAction 1.5

Decision/Merge Node 4.7 ExpansionNode 0.6 (Clear/Read) StructuralFeatureAction 3.5

Fork/Join Node 0.0 (Add/Remove) VariableValueAction 0.7

(Clear/Read) VariableAction 0.5

ValueSpecificationAction 2.5

CallOperationAction 11.7

表 5 ツールを用いた自動検証の結果

Table 5 The result of automated verification.

検証成功 検証失敗

27 8

補完的アク
セスの欠落

データ伝搬
の欠陥

アクセス
順番の欠陥

判定誤り

5 1 1 4

おいて，特に有用である．

本手法の適用により，人手のレビューでは検出できな

かった 7個の欠陥を発見することができた．また，5つの

システム操作の検証には，Planasらが定義した Action 記

述列では表現できない，複数の Action を含むループを有

する Activity の解析が必要であった．本手法で技術課題

1–3 を解決することで，これらの検証と欠陥の発見が可能

となった．

以上のように，本実験を通じて，技術課題 1–3 の実用上

の重要性と，提案手法の有効性を確認することができた．

本手法を用いて，人手で除去しきれなかった Activity の欠

陥を取り除くことによって，仕様定義段階で参照整合性を

確保することが可能になる．また本実験の実施順番と逆

に，ツールを用いて自動検証を実行した後に，その検証結

果を参照して仕様レビューを行うことによって，人手によ

る欠陥の発見・修正の正確性と効率の向上が期待できる．

5. 関連研究

本論文では，Planasらの補完Actionのアイデア [5], [6]を

複数のDC間に拡張するために，Activity の Field-sensitive

なデータフロー解析の方法を導入した．従来，Activity の

データフロー解析に関して，Medaらがデータフロー方程

式を用いた方法 [10]を，Storrleがカラーペトリネットに

基づく方法 [11]を，それぞれ提案している．またWaheed

らは文献 [12]において，Action 記述を含むUMLの状態遷

移モデルのデータフロー解析方法を提案している．しかし

これらの方法は，いずれもオブジェクトの属性値の伝搬を

考慮しない，Field-insensitiveな方法である．また，C言

語等の型のキャストを含むプログラムの解析では，キャス

トの際の構造体の属性値の伝搬の追跡が課題となる．この

課題に対処するため，Wilsonらは文献 [13]において，構

造体の属性のオフセットを利用して解析を行う方法を提案

している．UML でも ReclassifyObjectAction を用いてオ

ブジェクトの型をキャストすることが可能であるが，本手

法ではこの Action を扱わないため，上記のキャストに起

因する課題は生じない．

さらに本論文では，Actionの順序関係を考慮したActivity

の検証の問題に取り組んだ．プログラム解析の分野におけ

る類似の問題として，プログラム中のイベント記述の順

序制約の検証があげられる．Olenderらは文献 [14]におい

て，手続内のイベント記述と順序制約の整合性を静的に検

証する手法を提案し，文献 [15]において，手法の適用範囲

を手続間に拡張した．Olenderらの手法では，順序制約を

有限オートマトンとして表現し，プログラム終了時にオー

トマトンがとりうる状態を解析することによって，制約の

検証を行う．この方法は，オートマトンとして表現される

任意の順序制約を汎用的に検証することができる．一方，

本論文で提案した整合性判定のアルゴリズム VERIFYは，

補完的アクセスが破壊的アクセスに先立って実行される点

のみを検証する，専用アルゴリズムである．複雑な Action

の順序関係を検証する場合には，Olenderらの汎用手法の

適用を検討する価値がある．

モデル駆動開発における実行可能モデルの記述にAction

が用いられる．OMGは UMLの実行可能なサブセットと

して fUMLを定めた [16]．fUMLの Action には，変数を

扱わない，生成オブジェクトの型を Class に限定する，等

の制限がある．しかし，本論文で提案した Field-sensitive

なデータフロー解析と，アクセス操作の呼び出し履歴の

解析の方法は，UMLの Action に対して設計されており，

fUMLに基づく Activity にも適用可能である．

6. おわりに

本論文では，UMLのActivity を用いて記述される，サー

ビスコンポーネントの振舞いを静的に解析して，データ

コンポーネント間にまたがる参照整合性を自動で検証す

る手法を提案した．本手法で用いるデータフロー解析は

Field-sensitiveであり，Activity 中のオブジェクトの属性の
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伝搬を解析する．また本手法の検証アルゴリズムは，デー

タアクセス操作を呼び出す Action の順序関係を考慮して，

Activityの検証を行う．さらに本論文では，実問題の仕様モ

デルを用いて，提案手法が，人手で除去しきれないActivity

の欠陥を取り除くうえで有用であることを確認した．

本手法を用いて，Activity の Action 記述の欠陥を発見・

修正し，仕様定義段階で参照整合性を確保することが可能

になる．今後は，多くの実開発に手法の導入を図るととも

に，手法の拡張と応用について検討していきたい．
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